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１．研究計画の概要 
戦前期日本の金融システムにおいて、銀

行中心のサブシステムと金融市場中心のサ
ブシステムがいかなる競合・補完と分業の関
係にあったかを考察し、其の役割分担の実態
を整理するとともに、金融システム全体とし
て銀行中心・市場中心のいずれの方向に向か
っていたか、すなわちシステムの動学的な進
化の方向を検討する。金融システムの機能を、
資金動員、資金配分（情報生産とリスク負担）
および企業統治の３側面から捉え,その機能
が限界に達したときに生じる政策的対応と
して制度変化を把握する。まず当時の経済知
識やそれを盛り込んだ政策構想がいかなる
ものであったかを調べる。つぎに、関係する
利害集団の行動様式と力関係、経済思想が
人々の制度改革行動に及ぼした影響、の２点
を比較しつつ制度変化のメカニズムと方向
を分析する。 
 
２．研究の進捗状況 
当初の研究目的に掲げられた３つの問題に
ついて概略次のような結果が得られつつあ
る。 
第一に、戦前期金融システムは、銀行の優勢
によって特徴づけられるのか、それとも市場
の優勢によって特徴づけられるのであろう
かという問題については、資金の動員、資金
の変換、資金の配分、企業統治などの機能は、
銀行と市場という二つのサブ・システムによ
ってある種に役割分担がなされたことを示
した。簡単に言うと富裕層の資金は市場的に
流れ、零細資金は金融仲介機関経由で産業資
金として活用されたということである。第二
に、戦前期の金融システムの変化はどのよう

な要因とどのようなメカニズムによって生
じたのであろうかについては、それにかかわ
る政治過程をある程度明らかにした。第三に、
戦前期の金融システムはどの方向に向かっ
て変化していたのであろうか、という問題に
ついては、戦前期の金融システムは、歴史的
趨勢として、戦後高度成長期の銀行中心の金
融システムに向かって変化していたという
ことを示唆する分析結果を得た。この分析で
は、金融制度の決定権を持つ階層がどれであ
るかがクルーシャルな意味を持つ。これまで
の分析では伝統的中間層が昭和恐慌を境に
疲弊の度合いを強めたこと、小作人や労働者
などの零細層が１９２５年の男子普選以降
強い決定権を持つにいたったことの影響を
とらえることにある程度成功したものと考
えている。現在これまでの成果を一応単行本
の形に取りまとめており、岩波書店から刊行
の準備を進めている。 
  
３．現在までの達成度 
ほぼ予定通り進行中である。 
（理由）この問題に関しては、約３０年の研
究蓄積があり、統計作業的にはほぼ順調に進
展した。もちろんデータ整理や推計はほとん
どすべて新たにやり直したので大変なイン
プットを要した。科研費による資金的支援は
感謝に堪えない。問題はその過程で重要な論
点仮説に関して有効な仮説を開発しうるか
どうかであったが、幸いにして一応学会への
問題提起に値する仮説に到達した。 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）国際比較的な部分がいまだ全く手をつ
けられていない。この点では、さまざまな方
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法を考えたが、結局日本と全く対照的な金融
システムの発展過程をたどったアメリカの
経験との比較を行う予定である。期間は戦前
期でほぼ独立戦争以後である。 
（２）経済思想の果たす役割については、脳
科学・認知論・解釈学哲学等新たなアプロー
チが次々と生まれつつある。これらをとりこ
んだ金融制度変化論に取り組みたい。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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